
決 算 報 告 書

（第 ４２ 期）

自 令和 4 年 7 月 1 日
至 令和 5 年 6 月 30 日

株式会社 メイホーエンジニアリング

岐阜県岐阜市吹上町六丁目21番



貸借対照表

株式会社 メイホーエンジニアリング

令和 5年 6月30日 現在 単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【 294,413,651】 【流 動 負 債】 【 563,289,336】

現 金 及 び 預 金 4,152,357 工 事 未 払 金 25,736,363

完 成 工 事 未 収 金 132,828,222 リ ー ス 債 務 488,400

契 約 資 産 139,110,568 関係会社短期借入金 253,398,300

貯 蔵 品 62,653 未 払 金 4,228,360

前 渡 金 5,303,000 一年以内関係会社長期借入 154,746,000

立 替 金 46,205 未 払 費 用 63,785,538

前 払 費 用 5,829,306 未 払 法 人 税 等 8,832,200

未 収 消 費 税 5,323,800 未 払 消 費 税 等 6,397,100

未 収 入 金 1,752,140 預 り 金 7,053,143

未 収 還 付 法 人 税 等 5,400 前 受 収 益 2,087,553

【固 定 資 産】 【 1,637,798,877】 契 約 負 債 10,872,379

（有 形 固 定 資 産） （ 159,946,000） 賞 与 引 当 金 25,664,000

建 物 73,397,457 【固 定 負 債】 【 865,759,660】

建 物 附 属 設 備 17,882,965 リ ー ス 債 務 117,660

構 築 物 376,470 関係会社長期借入金 865,642,000

機 械 装 置 1 負 債 合 計 1,429,048,996

車 両 運 搬 具 12

工 具 器 具 備 品 1,900,953

リ ー ス 資 産 1 純 資 産 の 部

土 地 66,388,141 【株 主 資 本】 【 503,163,532】

（無 形 固 定 資 産） （ 1,148,807） 資 本 金 100,000,000

電 話 加 入 権 79,900 （利 益 剰 余 金） （ 403,163,532）

ソ フ ト ウ ェ ア 1,068,907 利 益 準 備 金 6,200,000

（投資その他の資産） （ 1,476,704,070） そ の 他 利 益 剰 余 金 396,963,532

関 係 会 社 株 式 1,456,260,496 別 途 積 立 金 26,700,000

出 資 金 2,412,328 繰 越 利 益 剰 余 金 370,263,532

長 期 前 払 費 用 739,563

差 入 保 証 金 214,370

敷 金 2,684,608

繰 延 税 金 資 産 14,392,705 純 資 産 合 計 503,163,532

資 産 合 計 1,932,212,528 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,932,212,528



個別注記表
株式会社 メイホーエンジニアリング

自 令和 4年 7月 1日

至 令和 5年 6月30日

重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
ア 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）
イ 時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しています。ただし、貯蔵品は最終仕入原価法を採用しています。

固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しています。
(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しています。

引当金の計上基準
賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上してい

ます。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(2) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

収益及び費用の計上基準
建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基
づき、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行ってお
ります。これら工事契約は履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております
。進捗度の見積りは、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占め
る割合に基づいて行っております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
ことはできないものの、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込
まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで一定
の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識しています.

株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項
前期末株式数（発行済普通株式） 600株
当期増加株式数（発行済普通株式）
当期減少株式数（発行済普通株式）
当期末株式数（発行済普通株式） 600株

一株当たり情報に関する注記
一株当たりの情報
一株当たりの純資産額 838,605円88銭
一株当たりの当期純利益 206,610円29銭



個別注記表
株式会社 メイホーエンジニアリング

自 令和 4年 7月 1日

至 令和 5年 6月30日

収益認識に関する注記
収益の分解情報
建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基
づき、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行ってお
ります。こうした工事契約においては、顧客との契約における義務を履行することにより
資産が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加する
につれて、顧客が当該資産を支配することから、一定の期間にわたり充足される履行義務
であると判断しております。

収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。
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